
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

秘書検定３級 ③ 70人 58人

人 全経簿記３級 ③ 71人 33人
人 ＷＯＲＤ検定３級 ③ 74人 72人

ＥＸＣＥＬ検定３級 ③ 89人 89人

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

令和 4

6 名 3.4 ％

■中退防止・中退者支援のための取組

外部カウンセリング・再入学・転科が可能

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
※有の場合、制度内容を記入

詳細は当校ＨＰ内「学費奨学金」をご覧ください。
■専門実践教育訓練給付：　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　無

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率
令和4年4月1日時点において、在学者177名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者171名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

進路変更、病気、人間関係等

（令和4年度卒業者に関する令和5年3月31日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

：

（公務員合格退学を除く）

95.7
■その他
・進学者数：　　　　　　　　1人

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　　： 90 人
主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
国家公務員・県市町村職員など

就職等の
状況※２

■就職指導内容
公務員試験の受験科目指導はもちろん、一般企業への就職指
導も担任・学科主任・就職室長・教務部長が連携して行う。

■卒業者数　　　　　　　： 94
■就職希望者数　　　　： 90

■主な就職先、業界等（令和２年度卒業生）

■就職率　　　　　　　　　： 100

令和5年5月1日 時点の情報）

卒業・進級
条件

以下の３つの条件の全てを満たすこと
➀卒業基準検定（進級基準検定）の取得
②出席率年間授業時間数の80％以上
③その学年における科目の評価が全て「C」以上
④学費に未納がないこと

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 ・新潟総踊りに踊り手として参加

・万代シティ商店街のテナントCM作成・学生と担任の個別面談を年２回定期実施。
・保護者、学生、担任との三者面談を年１回実施。
他、随時行っている。 ■サークル活動： 有

長期休み

■学年始め：４月１日
■夏　　季：７月２７日～８月３１日
■冬　　季：１２月２５日～１月７日
■春　　季：３月１９日～４月１４日

学期制度
■前期：４月１日～８月３１日
■後期：９月１日～３月３１日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
検定、態度、出席率、ホームワーク状況、考査試験により、概ね以
下の基準に従って評価
Ａ（１００～８０）Ｂ（７９～７０）
Ｃ（　６９～６０）Ｄ（５９～　０）

185人 149人 ０人 11人 11人 22人

単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
0時間0時間90時間186時間1591時間1867時間

認定年月日 平成　　２８年　　２月　　２９日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

文化・教養 文化教養専門課程 公務員ビジネス学科
平成21年文部科学大臣告

示第二十一号
－

学科の目的
事務系公務員に必要な接客マナー・ビジネスマナー・企画発想力・問題解決力を養うため、専門知識と合わせて各種の研修・実習を積極的に実施し、また
職業に関わる他の実務的な知識及び技能教育も行うことにより、社会へ貢献する事務系公務員を育成することを目的とする。

025-210-8565
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
国際総合学園

昭和32年10月10日 池田　祥護

〒951－8063
新潟県新潟市中央区古町通二番町541

（電話）

新潟公務員法律
専門学校

平成10年12月28日 片岡克教

〒950－0901
新潟県新潟市中央区弁天2丁目4番21号

（電話） 025-247-1010

（別紙様式４）

令和5年 7月 30日※１
（前回公表年月日：令和3年　5月　1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した
内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、そ
れぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいい
ます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、
留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者
とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学
状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同
時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学
修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
http://ncool.jp

http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/
http://ncool.jp/


種別

①

③

③

②指導力の修得・向上のための研修等

・2023年7月26日　社会保険労務法人こじま事務所「アンガーマネジメント研修」に教職員が参加予定。

・2023年2月3日　実務教育出版「初級科研修会」に教員1名が参加

②指導力の修得・向上のための研修等
・2022年5月19日　社会保険労務法人こじま事務所「コミュニケーション改革～ハラスメントのない職場づくりのために～」
に教職員全員が参加。
（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

・2024年2月　実務教育出版「初級科研修会」に参加予定

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

公務員試験の突破が大きな目標の１つには違いないが、公務員は教養試験はもとより、特に人物試験が重要視されてい
る。つまり学生を指導・育成する立場にある教員は、より高く優れた知識・知能などの「基盤力」をもとに、協調性、責任感、コ
ミュニケーション力、実践力などの「人間力」、さらに分析力、判断力、提案力、改善力などの「問題解決力」という高度な能力
が要求される。よって当該学科教員は別途諸規程（職員の教育・研修に関する細則）第３条にあるとおり、学校長または教務
の長が本人の能力を鑑みたうえで、積極的かつ計画的・戦略的に研修に参加させることで能力スキルアップを図る。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
⇒（五十嵐委員より）来年度、万代シティ50周年を迎えるため、引き続きイベントでの連携をお願いしたい。
⇒（渡邊委員より）現代社会において、情報発信能力を身に付けることがこれから大変重要。
⇒（立松委員より）聞くだけでは分からない現場のことを、実際に体験し肌で感じてもらうことで明確な目標設定に繋がるのではと考え
る。

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

プレゼンテーション学
地域の商店街や県内各地の市町村を活性化すべくアイディアを出し合
い、商店街・新潟市に対して提案を行うという地域振興の一端を体験す
る。

万代シテイ商工連合会
商店街振興組合

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

税金で運営され個人情報を管理する自治体という職務柄、学生全員を派遣し全員の評価を得る就業実習はほぼ不可能で
ある。よってその資質を養う実習を公務員・企業・地域と連携してカリキュラム化しながら実施する。また、自治体にとって私
学との協定もしくは評価規程を伴う協定は行政システムから見て不可である場合、そこでの実習等が「職業実践専門課程」
の主旨に則り有意義と判断される場合、協定書の取り交わしがなくとも実習等を実施する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

万代シテイ商工連合会に学生が考えた商店街活性化案を複数提案、それぞれ評価頂く。万代シティの小売店PRの動画を
作成してプレゼンを実施。商店街だけでなく、新潟市職員の方にも評価頂いた。また、例年通り万代シテイのグリーティング
ボランティアを通年で実施した。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方
針
事務系公務員としての責務を理解し、国家・地域を支える人材の育成が責務である。そのため単なる公務員試験の受験指
導ではなく、実習や、地域貢献に力を入れている。今後はより関係企業・団体と連携し、実践的かつ専門的な職業教育を主
体的に実施していく方針である。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け

学校長は、教育課程編成委員会を設置し、意見を聴取し、学科に係る教育課程に反映させる。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

（開催日時）
第１回　2022年12月7日　１３：００～１４：３０
第２回　2023年3月17日　１３：００～１４：３０

立松　有美　様 にいがた子育ちステーション理事長
2022年4月1日～2024年3月31
日（２年）

令和3年5月1日現在

名　前 所　　　属 任期

五十嵐　誠　様 万代シテイ商工連合会商店街振興組合
2022年4月1日～2024年3月31
日（２年）

渡邊　正輝　様 株式会社コメリ人事部
2022年4月1日～2024年3月31
日（２年）



種別
企業等委
員
町内会
副会長

元校長

元校長

新潟駅前町親和会
2023年7月1日
～ 2025年6月30日

荒木　和義 元県立高等学校校長
2023年7月1日
～ 2025年6月30日

佐藤　仁 元専門学校校長
2023年7月1日
～ 2025年6月30日

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事・イベント・施設
（６）学生の生活支援 学生寮アパート紹介・奨学金制度
（７）学生納付金・修学支援 学費・諸経費・学費支援体制

（２）各学科等の教育 各学科の教育コンセプト
（３）教職員 教職員数・教員名簿・担当科目

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

http://ncool.jp/

（８）学校の財務 資金収支計算書・消費収支計算書・貸借対照表
（９）学校評価 学校自己点検評価報告・学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 海外教育提携校

（４）キャリア教育・実践的職業教育 業界ニーズに対応した付加的教育・検定取得実績

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」に基づき、本学の理念・教育活動、及び学校運営全般に渡
る情報を広く万人に発信することで、より多くの学校関係者の理解増進に努め、産学官のみならず、保護者・地域住民・高校
教諭等との連携を強化し、将来の地域・国家を担う青年の育成に対し、共に協力・連携し、共に育成することを目的とする。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 学校概要・教育実績・在学退学数・建学精神・教育方針・計画

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ）
http://ncool.jp/

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

卒業生へのフォローや転職の相談も受け付けていることを学生へ伝えて卒業させることも必要。また、校友会のHPの充実
と、その存在を知らせる活動も積極的に。
⇒OB、OGとの繋がりを重視するため、コロナ禍で控えていた校友会の実施も検討する。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和3年5月1日現在

名　前 所　　　属 任期
 2023年7月1日
～2025年6月30日新潟市都市政策部須貝　允英

金子　康輔

（９）法令等の遵守 ７．管理運営／９．法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 ６．社会的活動
（１１）国際交流

（６）教育環境 ３．教育の実施体制
（７）学生の受入れ募集 ５．学生支援（※評価項目1～8）
（８）財務 ８．財務

（３）教育活動 ２．教育の内容（※評価項目12～22）
（４）学修成果 ４．教育目標の達成度と教育効果
（５）学生支援 ５．学生支援（※評価項目9～22）

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 １．建学の精神・教育理念・教育目的・教育目標
（２）学校運営 ２．教育の内容（※評価項目1～11）

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校自己点検・自己評価・関係者評価は、学校運営や教育活動の質向上に直結することから、絶えず改善を図ることで在
校生やその保護者に最大の満足を与え、社会全体からも評価される人材を輩出する学校となることを方針とする。評価項目
については、文部科学省策定の「専修学校における学校評価ガイドライン」をベースに、学校内の自己評価委員会で評価項
目を決定した。
（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
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○
コミュニケー
ション研修Ⅰ

オリテ、視察研修、就職研修、実践行動学
等を通して周囲とのコミュニケーション能
力や職業理解を深める。

１
通

18 ○ ○ △ ○

○
キャリアデザ
インⅠ

進路決定のために業種・職種を研究・理解
し、最終的に将来その職種のどんな部署
で、どう活躍するか等まで深く考察する。

１
通

60 ○ ○ ○

○ 判断推理入門
ある条件や場面の下で、判断や推理を積み
上げながら一つの結論へと導くやり方を修
得する。

１
前

54 ○ ○ ○

○ 数的推理入門
数学的な文章を論理的に考え、式をたてな
がら推理することで解答へと導くやり方を
修得する。

１
前

54 ○ ○ ○

○ 人文科学入門
日本史・世界史の基礎考察。内容は近世ま
での政治・文化・農工業の発達を学習。

１
前

55 ○ ○ ○

○
コンピュータ
実習Ⅰ

「Ｗｏｒｄ」での文章作成実習を実施し、
検定合格を目指す。

１
前

54 ○ ○ ○

○
プレゼンテー
ション学

地域の商店街や県内各地の市町村を活性化
すべくアイディアを出し合い、商店街・新
潟市に対して提案を行うという地域振興の
一端を体験する。

１
前

60 ○ ○ △ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

敬語・来客対応・名刺交換などのビジネス
マナーの基本を学び、秘書検定合格を目指
す。

１
前

36 ○ ○ ○

○ 社会科学入門 政治・経済の基礎事項を学習する。
１
前

27 ○ ○ ○

○
ビジネス実務
Ⅰ

事務職に必要とされる簿記または英語を学
ぶ。簿記検定またはＴＯＥＩＣの受検を行
う。

１
前

70 ○ ○ ○ ○

○ 文章理解入門
事務職に必要とされる漢字能力や文章読解
力、作文能力を高める。また、異文化研究
として他国の文化を学ぶ。

１
後

36 ○ ○ ○ △

授業科目等の概要

（文化教養専門課程　公務員ビジネス学科）2023年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
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単
 
位
 
数
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○ 基礎社会科学
「政治・経済」科目の内容網羅と同時に、
公務員試験での頻出事項を考察する。

１
後

35 ○ ○ ○

○
基礎人文科学
Ａ

「地理」科目の内容網羅と同時に、公務員
試験での頻出事項を考察する。

１
後

35 ○ ○ ○

○
基礎人文科学
Ｂ

「日本史・世界史」科目の内容網羅と同時
に、公務員試験での頻出事項を考察する。

１
後

36 ○ ○ ○

○ 基礎自然科学
「生物・地学」科目の内容網羅と同時に、
公務員試験での頻出事項を考察する。

１
後

36 ○ ○ ○

○ 基礎判断推理
１年前期で学習した「判断推理入門」を、
更に基礎から応用レベルの多岐にわたり学
習する。

１
後

68 ○ ○ ○

○ 基礎数的推理
１年前期で学習した「数的推理入門」を、
更に基礎から応用レベルの多岐にわたり学
習する。

１
後

68 ○ ○ ○

○
公務員試験演
習Ⅰ

公務員試験の模擬試験問題演習を実施し、
実戦力を養う。

１
後

81 ○ ○ ○

○
コミュニケー
ション研修Ⅱ

就職の意味を他者とのコミュニケーション
で学ぶ実践行動学実習や、校外の研修施設
にて面接対策を集中的に実施する。

２
通

20 ○ ○ △ ○

○ 春期対策講座
１年次に学習した公務員試験科目の知識・
解法の定着のため、講義を中心に総復習を
図る。

２
前

118 ○ ○ ○

○ 社会科学
「政治・経済」科目の実戦的な知識の確
認・定着を図る。

２
前

45 ○ ○ ○

○ 人文科学Ａ
「地理」科目の実戦的な知識の確認・定着
を図る。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 人文科学Ｂ
「日本史・世界史」科目の実戦的な知識の
確認・定着を図る。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 自然科学
「生物・地学」科目の実戦的な知識の確
認・定着を図る。

２
前

52 ○ ○ ○

○ 数的推理
数学的な処理問題を数多く当たることで、
解法能力の向上を図る。

２
前

52 ○ ○ ○



○ 判断推理
判断推理の応用問題に取り組むことで、解
法能力の向上を図る。

２
前

56 ○ ○ ○

○ 文章資料適性
文章理解は過去問題演習、事務適性演習は
あらゆるパターンの問題を素早く正確に解
答する力を身に着ける。

２
前

60 ○ ○ ○

○
コンピュータ
実習Ⅲ

「Ｅｘｃｅｌ」での表計算実習を実施し、
検定３級合格を目指す。

２
後

36 ○ ○ ○

○
キャリアデザ
インⅡ

進路指導・作文指導・面接指導・受験指導
等、実践的指導を中心に実施。

２
通

40 ○ ○ ○

○
数ⅠA・ＳＰ
Ｉ

非言語問題の数理的思考問題を演習するこ
とで、素早い処理能力を高める。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 時事対策
現代社会のニュースを深く学び、問題意識
を養う。

２
前

15 ○ ○ ○

○ 社会常識
社会常識・マナーを学び、社会常識能力検
定合格を目指す。

２
後

46 ○ ○ ○

○ 夏期対策講座
２年次に学習した公務員試験科目の知識・
解法の定着のため、問題演習を中心に総復
習を図る。

２
前

123 ○ ○ ○

○ 直前対策講座
公務員試験の過去問題演習とその解答・解
説を実施。

２
前

126 ○ ○ ○

○
公務員試験演
習Ⅱ

公務員試験の模擬試験問題演習を実施し、
実戦力を養う。

２
前

105 ○ ○ ○

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

・卒業要件…①卒業基準検定の取得 ②出席率80%以上 ③その学年における科目
の評価が全て「C」以上　④学費に未納がない
・履修方法…対面による

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 30週

（留意事項）

1867単位時間

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合につ
いては、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

合計


